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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期
第１四半期
累計(会計)期間

第41期

会計期間

自平成21年
　１月１日
至平成21年
　３月31日

自平成20年
１月１日
至平成20年
　12月31日

売上高（千円） 3,499,13812,453,174

経常利益（千円） 598,8911,165,103

四半期（当期）純利益（千円） 355,139 677,643

持分法を適用した場合の投資利益（千円） 4,282 16,967

資本金（千円） 802,176 802,176

発行済株式総数（千株） 7,800 7,800

純資産額（千円） 2,340,8562,044,413

総資産額（千円） 12,753,31412,345,784

１株当たり純資産額（円） 300.11 262.10

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 45.53 88.99

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － －

１株当たり配当額（円） － 7.50

自己資本比率（％） 18.3 16.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
256,914 380,646

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△280,976△142,276

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
155,596△380,230

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 674,771 546,370

従業員数（人） 149 148

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 149 (17)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員含む。）は、当第１四半期会

計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりとなります。

品目別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

殺菌剤（千円） 994,692

水稲除草剤（千円） 1,122,051

緑化関連剤（千円） 247,103

殺虫剤（千円） 131,390

その他（千円） 50,230

合計（千円） 2,545,469

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2）受注状況

当社は、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

 

(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりとなります。

品目別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

殺菌剤（千円） 1,306,399

水稲除草剤（千円） 1,465,296

緑化関連剤（千円） 426,549

殺虫剤（千円） 218,311

その他（千円） 82,580

合計（千円） 3,499,138

　（注）１. 当第１四半期会計期間の主要な輸出先及び輸出高並びに割合は次のとおりとなります。

　　　　　　なお、（　）内は販売実績に対する輸出高の割合となります。 

輸出先

当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 

アジア 581,756 54.4 

欧州 300,482 28.1 

北米 104,533 9.8 

その他 83,134 7.7 

合計 
1,069,906 

（30.6％） 
100.0 
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２．当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りとなります。

相手先

当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

全国農業協同組合連合会 464,979 13.3

住友化学株式会社 416,166 11.9

Syngenta Asia Pacific.,Ltd. 392,343 11.2

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。　

４．当社は当社の販売する製品は、農繁期に備え、冬季から春季にかけて出荷が集中する傾向にあります。そのた

め、第1四半期会計期間（１月１日から３月31日まで）及び第４四半期会計期間（10月１日から12月31日ま

で）に売上高が集中する傾向にあり、特に第４四半期会計期間はこの傾向が顕著となります。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績 

　当第１四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）のわが国経済は、サブプライムローン問題

に端を発した金融不安が、世界的規模での景気の後退を引き起こし、個人消費の低迷、設備投資の減少、輸出の減速と

内外需ともに振るわず、当初の想定以上に企業収益を圧迫しております。平成20年度10-12月期のGDPは改定値で年率

換算12.1％の大幅マイナス成長となり、深刻な不況となっており、今期も景気回復の糸口が見出せない厳しい環境が

引き続くものと想定されています。

　その中で国内農業においては、先進国の中でも特に低い食料自給率（カロリーベース総合自給率約40％）が問題視

される中、「世界的な農作物需要拡大の動き」や「食の安全・安心問題」などを背景とした増産への取り組みが進み

つつありますが、具体的な動きまではいたっておりません。

　このような状況の中、当社は、引き続き主力品目である殺菌剤及び水稲除草剤の拡販に注力する等施策を実施しまし

た。

　この結果、当第１四半期会計期間の売上高は34億99百万円、営業利益は６億17百万円、経常利益では５億98百万円、四

半期純利益では３億55百万円となりました。

　なお、当社は前年同四半期（平成20年１月１日から平成20年３月31日まで）における四半期財務諸表を作成してお

りませんので、前年同四半期対比はしておりません。

　また、当社の販売する製品は、農繁期に備え、冬季から春季にかけて出荷が集中する傾向にあります。そのため、第1四

半期会計期間（１月１日から３月31日まで）及び第４四半期会計期間（10月１日から12月31日まで）に売上高が集

中する傾向にあり、特に第４四半期会計期間はこの傾向が顕著となります。

 

　当社は農薬事業セグメントのみの単一セグメントでありますが、事業の傾向を示すために品目別業績を記します。

 

（殺菌剤）

　当第１四半期会計期間における売上高は13億６百万円となりました。国内においては、主力のダコニール1000等の

製品の出荷が堅調であり、海外においては、ダコニール原体を中心に出荷を行いました

（水稲除草剤）

　当第１四半期会計期間における売上高は14億65百万円となりました。国内外共に、主力のベンゾビシクロンを中心

に出荷を行いました。

（緑化関連剤）

　当第１四半期会計期間における売上高は４億26百万円となりました。

（殺虫剤）

　当第１四半期会計期間における売上高は２億18百万円となりました。

（その他）

　当第１四半期会計期間における売上高は82百万円となりました。

 

（2）財政状態

　当第１四半期会計期間末（平成21年３月31日）における総資産は127億53百万円であり、前事業年度末（平成20年12

月31日）と比べて４億７百万円増加しました。

　流動資産は83億68百万円であり、前事業年度末比４億１百万円の増加となりました。主な要因は、たな卸資産の増加

２億45百万円、現金及び預金の増加１億28百万円という要因があったためです。

　固定資産は43億85百万円であり、前事業年度末比６百万円の増加となりました。主な要因は、減価償却費１億円並び

に長期前払費用償却額45百万円という減少要因があったものの、有形及び無形固定資産の取得１億55百万円といった

増加要因があったためです。

　流動負債は74億22百万円であり、前事業年度末比１億71百万円の増加となりました。主な要因は、買掛金の減少６億

69百万円といった減少要因がありましたが、未払費用、未払法人税等他の負債勘定の増加により全体としては増加と

なりました。

　固定負債は29億90百万円であり、前事業年度末比60百万円の減少となりました。主な要因は、長期借入金の返済59百

万円といった減少要因があったためです。

　純資産は23億40百万円であり、前事業年度末比２億96百万円の増加となりました。主な要因は、前事業年度の剰余金

の配当による減少58百万円という減少要因と、四半期純利益による増加３億55百万円という増加要因があったためで

す。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）における現金及び現金同等物（以下、「資

金」という。）は、税引前四半期純利益や減価償却費等といったプラス要因がありましたが、たな卸資産の増加、仕入

債務の減少、有形及び無形固定資産の取得による支出といったマイナス要因があったために、６億74百万円となって

おります。主な要因は、以下の通りとなります。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は２億56百万円となりました。これは、主に、税引前四半期純利益５億98百万円、減価

償却費１億円並びに長期前払費用償却額45百万円といったプラス要因がありましたが、たな卸資産の増加２億45百

万円、仕入債務の減少４億92百万円といったマイナス要因があったためです

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は２億80百万円となりました。これは、主に、有形固定資産取得による支出１億66百

万円、無形固定資産取得による支出１億13百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は１億55百万円となりました。これは、主に、短期借入金の純増により２億78百万円

といったプラス要因がありましたが、長期借入金の返済59百万円、配当金の支払49百万円といったマイナス要因が

あったためです。

 

（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（5）研究開発活動 

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、１億50百万円となりました。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却について、重要な変更はありま

せん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。  
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,000,000

計 34,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月15日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,800,000 7,800,000ジャスダック証券取引所 単元株式数100株 

計 7,800,000 7,800,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりとなります。

平成17年８月22日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 31,360（注１）

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 31,360（注２）

新株予約権の行使時の払込金額（円）  　527（注３）

新株予約権の行使期間
自　平成19年８月23日

至　平成27年８月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

 発行価格　新株予約権行使時の払込価格と同額

資本組入額　発行価格の２分の１相当額 

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の一部行使はできないものとする。

② 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めな

　 い。

③ その他条件は株主総会、取締役会、報酬委員会の決議

　 に基づき当会社及び被割当者との間で締結する「新株

　 予約権割当契約」に定めるものとする。（注４、５） 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡の際には取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株となります。

２．本新株予約権発行後、当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権

の目的となる株式数を以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、

これを切り捨てる。

 　 （調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　　また、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これに準ずる場合で、当社が必要と認めるとき

は、各新株予約権の行使により発行される株式の数は適切に調整されるものとする。

３．新株予約権発行後、当社が株式分割または併合を行う場合には、行使価額を以下に定める算式により調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り捨てる。

（調整後行使価額）＝（調整前行使価額）×
１

（分割・併合の比率）

 　 また、新株予約権発行後、当社が当初行使価額を下回る価額で普通株式を発行または自己株式を処分（新株予

約権の行使による場合および転換予約権付株式の転換による場合を除く。）するときは、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は、これを切り上げる。 
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
予約権行使価格

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

 　 また、上記の算式における「既発行株式数」とは、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場

合は調整後行使価額を適用する日の前日における当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの

払込金額」を「１株当たりの処分金額」と読み替えるものとする。

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらに準ずる

場合で、行使価額の調整を当会社が必要と認めるときは、必要かつ合理的な範囲で、当社取締役会が行使価額

を適切に調整できるものとする。

４．その他新株予約権の権利行使の条件は、以下のとおりである。 

　（1） 具体的に行使できる新株予約権の数、その他の行使条件は、取締役会または報酬委員会が書面により別

　　途通知するところに従うものとし、これに異議を唱えることができない。

  （2） 競業他社へ就職、秘密保持義務への違背、就業規則等違反による懲戒処分を受けた場合等の行為が当会

　　社の利益に著しく反すると取締役会または報酬委員会が認めた場合は、取締役会の決議により、直ちに

　　被割当者に付与された本新株予約権のすべてを失効させることができ、この決議以降、本新株予約権を

　　行使できない。

５．その他新株予約権を取得できる事由及び取得の条件は、以下のとおりである。

 （1）　当社は、取締役会の決議により、被割当者が行使し得なくなったまたは放棄した本新株予約権を無償で

　　消却することができるものとする。 

 （2）　当社が消滅会社となる合併契約書が当社の取締役会および株主総会で承認されたとき、当社が完全子会

　　社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき、その他企

　　業再編等において当社取締役会が必要と認めるときは、本新株予約権の全部または一部を無償で消却す

　　ることができるものとする。 

 （3）　当社は、いつでも、本新株予約権を買入れ、または取得し、取締役会の決議によりこれを無償で消却す

　　ることができるものとする。

  

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日 
－ 7,800,000 － 802,176 － 69,374
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（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

 

 

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

 

①【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　7,799,900 77,999単元株式数100株

単元未満株式 普通株式　　　　100 － 同上

発行済株式総数 7,800,000 － －

総株主の議決権 － 77,999 －

 

 

②【自己株式等】

平成20年12月31日現在　

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
　１月

 
２月

 
３月

最高（円） 512 490 620

最低（円） 390 414 445

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものとなります。 

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期財務諸表は、「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成

20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づい

て作成しております。 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期累計期間（平成21年１月１日から平成　21

年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 674,771 546,370

受取手形 3,514 4,787

売掛金 ※2
 3,499,440 3,392,254

商品及び製品 2,807,012 2,433,375

仕掛品 52,752 87,740

原材料及び貯蔵品 724,757 818,280

前払費用 228,936 241,139

繰延税金資産 140,825 140,825

未収入金 215,257 275,010

その他 20,793 26,983

流動資産合計 8,368,060 7,966,767

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 951,011 965,762

構築物（純額） 157,472 92,300

機械及び装置（純額） 306,425 328,398

車両運搬具（純額） 7,682 6,306

工具、器具及び備品（純額） 93,803 102,751

土地 893,069 893,069

建設仮勘定 13,627 13,627

有形固定資産合計 ※1
 2,423,093

※1
 2,402,217

無形固定資産

特許権 279,955 325,589

ソフトウエア 7,612 8,166

その他 5,189 5,276

ソフトウエア仮勘定 234,605 154,045

無形固定資産合計 527,363 493,077

投資その他の資産

投資有価証券 7,404 7,736

関係会社株式 80,000 80,000

長期前払費用 945,695 994,771

繰延税金資産 341,309 341,309

その他 94,237 93,753

貸倒引当金 △33,850 △33,850

投資その他の資産合計 1,434,797 1,483,721

固定資産合計 4,385,254 4,379,016

資産合計 12,753,314 12,345,784
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 818,851 1,488,211

短期借入金 3,578,211 3,300,000

1年内返済予定の長期借入金 962,000 962,000

未払金 1,012,806 956,284

未払費用 599,899 466,097

未払法人税等 248,142 7,467

賞与引当金 125,163 41,721

預り金 71,469 27,844

その他 5,742 847

流動負債合計 7,422,286 7,250,473

固定負債

長期借入金 2,077,500 2,137,000

退職給付引当金 830,170 834,363

その他 82,501 79,533

固定負債合計 2,990,172 3,050,897

負債合計 10,412,458 10,301,371

純資産の部

株主資本

資本金 802,176 802,176

資本剰余金 69,374 69,374

利益剰余金 1,469,059 1,172,419

株主資本合計 2,340,609 2,043,969

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 246 443

評価・換算差額等合計 246 443

純資産合計 2,340,856 2,044,413

負債純資産合計 12,753,314 12,345,784
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※1
 3,499,138

売上原価 2,182,725

売上総利益 1,316,413

販売費及び一般管理費 ※2
 698,513

営業利益 617,899

営業外収益

受取利息 175

受取配当金 330

為替差益 12,334

その他 2

営業外収益合計 12,842

営業外費用

支払利息 31,850

営業外費用合計 31,850

経常利益 598,891

特別損失

固定資産除却損 105

特別損失合計 105

税引前四半期純利益 598,785

法人税等 243,645

四半期純利益 355,139
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 598,785

減価償却費 100,731

長期前払費用償却額 45,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 83,442

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,193

受取利息及び受取配当金 △505

支払利息 31,850

為替差損益（△は益） 8,048

固定資産除却損 105

売上債権の増減額（△は増加） △47,700

たな卸資産の増減額（△は増加） △245,125

仕入債務の増減額（△は減少） △492,472

未払費用の増減額（△は減少） 121,571

預り金の増減額（△は減少） 43,478

その他の資産の増減額（△は増加） 22,252

その他の負債の増減額（△は減少） 12,079

小計 277,350

利息及び配当金の受取額 480

利息の支払額 △19,620

法人税等の支払額 △1,296

営業活動によるキャッシュ・フロー 256,914

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △166,644

無形固定資産の取得による支出 △113,847

その他 △484

投資活動によるキャッシュ・フロー △280,976

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 278,211

長期借入金の返済による支出 △59,500

配当金の支払額 △49,899

その他 △13,215

財務活動によるキャッシュ・フロー 155,596

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,133

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 128,401

現金及び現金同等物の期首残高 546,370

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 674,771
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

会計処理基準に関する事項の

変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価

法によっておりましたが、当第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主とし

て総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　これによる業績への影響はありません。

 

 （2）リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表から適用することができるこ

とになったことに伴い、当第１四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の

売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リースの

減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。

　これによる業績への影響はありません。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

 （3）ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示

　「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（会計制度委員会報告第３号

（平成７年６月１日　日本公認会計士協会）、平成20年３月25日改正）が平成20年４月１

日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表から適用することとなったことに伴い、

当第１四半期会計期間からこの基準を適用しております。

　これにより、従来の方法（当該売掛債権を売掛金残高から除く方法）に比べて売掛金並

びに短期借入金が778,211千円増加しております。またこれによる業績への影響はありま

せん。

 

 

 

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定

方法

　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、当事業年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

 

２．繰延税金資産及び繰延税金負

債の算定方法

 繰延税金資産の回収可能性については、前事業年度末以降において業績及び一時

差異の発生に著しい変化がないと認められるため、前事業年度において使用した将

来業績予測に基づいております。

 

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む当事業年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税

率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,898,396千円と

なります。

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、5,846,886千円と

なります。 

 

※２　担保資産

　　担保に供されている資産は、次の通りとなります。

　　売掛金　　　　　　778,211千円 

 

―――― 

 

 

 

 

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１　当社の販売する製品は、農繁期に備え、冬季から春季にかけて出荷が集中する傾向にあります。そのため、第1四半期

会計期間（１月１日から３月31日まで）及び第４四半期会計期間（10月１日から12月31日まで）に売上高が集中す

る傾向にあり、特に第４四半期会計期間はこの傾向が顕著となります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りとなります。

 研究開発費                150,420千円

 退職給付費用           　  19,026千円

 賞与引当金繰入額       　  39,270千円 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日） 

（千円） 

 現金及び預金勘定 674,771 

 現金及び現金同等物 674,771 
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（株主資本等関係）

  

当第１四半期会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式                    7,800,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

 

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額 

 

 

 （決議）

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月26日

定時株主総会
普通株式  58,500  7.50  平成20年12月31日平成21年３月27日利益剰余金 

 

 

（持分法損益等）

 

当第１四半期累計期間

（自　平成21年１月１日

至　平成21年３月31日） 

 関連会社に対する投資の金額（千円） 80,000 

 持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 151,617 

 持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 4,282 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 300.11円
 

１株当たり純資産額 262.10円
 

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 45.53円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 
 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりとなります。

 
当第１四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

四半期純利益（千円） 355,139

普通株主に帰属しない金額（千円） ‐

普通株式に係る四半期純利益（千円） 355,139

期中平均株式数（千株） 7,800

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

 －

 

（重要な後発事象）

       該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年５月15日

株式会社エス・ディー・エス　バイオテック

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 安田　弘幸　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 神山　宗武　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エス・

ディー・エス　バイオテックの平成21年１月１日から平成21年３月31日までの第42期事業年度の第１四半期累計期間（平

成21年１月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び

四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エス・ディー・エス　バイオテックの平成21年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）　1　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　　　2　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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